
 

 平成３０年度補助制度のご案内  

馬路村では、活力に満ちた地域づくり、ゆとりある村づくりの施策として、 
  次のとおりの補助制度を設けています。 
 

【若者定住促進事業】 
《Uターン奨励金》 担当：地方創生課 德廣   

   ①本村に居住し、村内の中学校を卒業した者が、就職等に伴い村外に転出した後、定住の意志を持

って本村に転入した場合 

   ②本村に２０年以上居住していた父母又は祖父母がいる者が、定住の意志を持って本村に転入した

場合 

   (1)義務教育以下の子どもを含む家族の場合  １家族につき６０万円 

   (2)上記のほか、世帯主が５０歳未満の家族の場合 １家族につき４０万円  

 《結婚祝金》 担当：地方創生課 德廣   
   結婚後、夫婦とも住民基本台帳に登録され、５年以上引き続き馬路村に居住することが確約でき

る夫婦に１５万円の結婚祝金を贈ります。 

《出産祝金》  担当：地方創生課 德廣   
本村の住民基本台帳に登録され、５年以上引き続き馬路村に居住することが確約できる方が出産

した場合、１５万円の出産祝金を贈ります。 

《チャイルドシート補助金》  担当：地方創生課 德廣 
  母子健康手帳交付時にご案内します 

６歳未満児の保護者（本村の住民基本台帳に登録され、５年以上引き続き馬路村に居住すること

が確約できる方）を対象とします。補助金は購入金額の２分の１を原則とします。 

   ただし、上限額は次のとおりです。 

   ① チャイルドシート（乳幼期～４歳位） ３０，０００円 

    ② ジュニアシート（４歳～１０歳）    ５，０００円 

   ※ 子ども１人につき、２回まで補助申請ができます。 

《入学祝金》 担当：地方創生課 德廣   
本村の住民基本台帳に登録され、５年以上引き続き馬路村に居住することが確約できる方の同居

の親族が、村内の小学校又は中学校に入学した場合、入学祝金として３万円を贈ります。 

 《起業奨励金》 担当：地方創生課 德廣  
   村内に事業所を置いて新規事業を開始し、事業者（個人）又は代表者（法人）が村内に居住する

場合に、月３万円を交付します。（５年間） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

○ 詳細については、各担当者までお問い合わせください。 

総務課   ℡（８）４４－２１１１ 

健康福祉課 ℡（８）４４－２１１２ 

産業建設課 ℡（８）４４－２３３６  

  地方創生課 ℡ ４４－２２７７ 



【定住促進及び活性化事業】                     

●印の事業についての補助金額は２０万円を限度とし、事業費の５分の２を補助します。 

《出会いサポート補助金》 担当：地方創生課 大野 

○「高知で恋しよ！！マッチング」入会料への補助 ８,０００円上限 

○ 婚活イベント参加への補助 １回当たり２,０００円上限 

《快適な生活環境づくり》 担当：地方創生課 德廣 

 ● 家の新築や増築工事 

 （台所・便所・風呂の内、いずれか２つ以上の工事を伴う工事費を要した場合に限ります。） 

 ● 住宅の新築や増築を目的とする住宅用地の造成工事費 

  ● 合併処理浄化槽設置に伴う水洗便所の改修工事 

 《合併処理浄化槽設置の補助》 担当：健康福祉課 片岡 

 ○ 合併処理浄化槽設置に伴う国、県、村の定額補助 

 （５人槽３３２，０００円・７人槽４１４，０００円） 

 上記の快適な生活環境づくりに関する申請との併用申請が可能です。 

 《柚子の生産活動の活性化》  担当：産業建設課 大田 

● 搬出機械購入等への補助   

   （対象となる機械は、運搬車・管理機・歩行型草刈機・動力噴霧機・チェーンソーの５種類です。） 

   （ 注意 通常の草刈機は、農協が柚子部会員に補助しています。）  

 ○ 田や畑、山等に柚子苗を新植するとき（１反あたり５万円を限度とします。） 

《在宅福祉補助金》  担当：健康福祉課 山内 

 ● 家の改造・改修工事 

  障害者や高齢者の在宅生活を支援するため、家の改造・改修工事費への補助 

 
【その他の事業】 

 《村産材利用促進事業》 担当：産業建設課 片町 

○ 馬路村産材を利用して住宅を建築した方への補助金（上限200万円） 

自ら居住するために村産材を10立方メートル以上使用し、建築延べ面積66平方メートル以上の住

宅を新築したときに、村産材の使用量に応じて補助金を交付します。 

（注意 世帯の所得や世帯主の年齢等により補助金総額の上限が異なります。）  
 《村単小規模事業》  担当：産業建設課 片町 
● 生活環境及び生活基盤整備の促進を図る。対象となる工事は、コンクリ－ト畦畔、生活道、

農道、耕作道、作業道、農用水路、生活排水路です。 

 工事費の５分の２を補助（補助対象工事費の上限額：５０万円） 

《木造住宅耐震化事業》  担当：総務課 笹岡   

○ 昭和56年5月31日以前に建築工事に着手された木造住宅への耐震に係る補助金 

 ・耐震診断・耐震設計：全額補助（自己負担無し） 

 ・耐震改修工事：上限１，２２５，０００円 

 


